
障がい福祉マネジメントへの WHO-DAS2.0 の 

適応成果と課題 

〜障がいのある方への適切な支援と職員の働きがいへの貢献〜 
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日本の障がい福祉サービスでは需要・供給ともに急増しており、サービスの質を高める

ためにWHO（世界保健機構）が採択した ICF（国際生活機能分類）の概念が広く導入

されている。しかし ICF単独では実用性に乏しいため、WHOは障がい評価ツールとし

てWHODAS 2.0が開発した。これにより、①障がいの状態を「見える化」し、②利用者の強み・課題を

職員間で共有しやすくし、③具体化された個別支援計画の目標設定や適切な支援内容により目標達成が

容易になり、④さらに適切なサービス形態の選択が出来る、⑤また職員の働きがいも向上させる、とい

った効果が得られている。結果として、利用者は自立や適切なケアを受け、地域で暮らし続ける「共生社

会」の実現が期待されている。ただし、WHODAS 2.0の運用マニュアルや研修体制を整備し、理解を深

める仕組みづくりが課題である。 

 

 

 

 

厚生労働省 ICFシンポジウム（第 8回、第 9回）にてWHODAS2.0の障がい福祉サー

ビスのスクリーニングと使用項目の課題をポスター発表・口頭発表済。Japanese 

Consortium for General Medicine Teachers Vol,18,23-31.掲載済。障がいの見える化は

支援のアウトカムも可能になり、サービスの質の向上や障がい者の目標達成は職員の働きがいも高め、障

がい福祉サービスの持続可能性に寄与する。 
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